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業務の適正を確保するための体制及び運用状況
当社では、「内部統制システム構築の基本方針」に基づき、業務の適正を確保するための体

制整備とその適切な運用に努めております。内容は、次のとおりです。
　
（1）取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社は、社会から信頼される企業として存続するために、コンプライアンスの徹底が必
要不可欠であると考え、当社の経営理念を取締役及び役職員に周知・徹底するととも
に、取締役及び役職員に対するコンプライアンス研修の実施やマニュアルの配布等を行
い、コンプライアンスに対する意識を継続的に高める。

② 当社は、コンプライアンス推進のための基本的事項を定めた「コンプライアンス規程」
に従い、コンプライアンス統括責任者の任用、コンプライアンス委員会の設置を行い、
全社的なコンプライアンス施策を推進する。

③ 当社グループは、法令及び定款違反行為の予防、早期発見及び是正のための「内部通報
制度」を設けて、コンプライアンスの徹底・向上に努める。

　
（2）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 重要事項に関する意思決定及び報告については、「取締役会規程」に基づいて実施し、
取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づいて、作成、保存、
管理及び廃棄を行う。

② 当社は、情報セキュリティ管理の基本的事項を定めた「情報セキュリティ基本規程」に
従い、情報セキュリティ委員会を設置し、組織的・人的・物理的・技術的側面から有効
な情報セキュリティ対策を実施する。

　
（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社は、当社グループのリスク管理の基本的事項を定めた「リスク管理規程」に従い、
リスク管理委員会を設置し、各リスクについて網羅的、体系的な管理を実施する。

② リスク管理の状況については、経営会議及び取締役会において、適宜報告を行い、必要
に応じて、顧問弁護士等の外部専門機関に、相談及び確認をする。また、定期的に内部
監査を実施し、法令及び定款違反その他の事由に基づく損失の危険のある業務執行を予
防する。
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（4）取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社は、当社グループの中長期及び年度毎の事業計画を策定し、それに基づく業務運営
及び業績管理を行う。

② 当社は、「取締役会規程」、「経営会議規程」、「組織規程」及び「業務分掌規程」等を定
め、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制を定める。

③ 取締役会の決議事項や報告事項に関する基準、組織の業務分掌及び職務権限等を定め、
原則毎月１回以上経営会議を開催し、全体として取締役の職務執行の効率性を確保する。

　
（5）当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社は、子会社の経営の重要事項に関して、当社の付議基準に従った当社の事前承認ま
たは当社への報告を求めており、子会社は当社の要請を含めた決裁ルールの整備を行っ
ている。

② 当社は、毎月１回以上開催する経営会議において、重要な子会社に経営成績、財務状況
その他重要事項について、当社への定期的報告を実施させることとしている。

③ 経営管理部長が毎月子会社の職務執行のモニタリングを行うとともに内部監査部門と協
力し、子会社におけるリスク情報の有無、子会社との取引内容を監査する体制としてい
る。

④ 当社は、子会社に損失の危機が発生したことを把握した場合には、直ちに当社のリスク
管理委員会及び担当部署に報告がなされる体制としている。

　
（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
① 当社は、監査役会が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人（以下「補助使用
人」という）を置くものとし、その人選については監査役会との間で協議する。

② 当社は、補助使用人の取締役からの独立性を確保するため、補助使用人は取締役の指揮
命令は受けないものとする。また、当該期間中の任命、異動、評価及び懲戒について
は、事前に監査役会へ報告し、了承を得たうえで行うものとする。

　
（7）監査役の補助使用人に対する指示の実効性に関する事項

当社は、監査役の補助使用人に対する指示の実効性を確保するため、必要な知識・能力を
備えた補助使用人を確保する。補助使用人は、内部監査担当者をはじめ執行部門の調査権限
を有するとともに必要な会議に出席できるものとする。

　
（8）取締役、使用人等及び子会社の取締役、監査役、使用人等が監査役に報告するための体制
① 取締役会は、監査役会と協議のうえ、取締役及び使用人が監査役会に報告すべき事項を
定める。

② 取締役及び使用人は、監査役に対して、当社の事業の状況、コンプライアンスやリスク
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管理などの内部統制システムの整備及び運営状況などを定例的に報告するほか、当社に
重大な影響を及ぼす事項がある場合には、これを報告することとする。

③ 子会社の取締役、使用人等が監査役に報告するための体制の整備を行っている。

（9）監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制
当社は、「内部通報規程」に従い、内部通報制度を整備するとともに、監査役に報告を
したものが報告をしたことを理由として、不利な扱いを受けないことを確保するための体
制を定める。

（10）監査役費用の前払い又は償還の手続その他の監査費用等の処理に係る方針に関する事項
① 監査役会は、職務の執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上する。
② 緊急又は臨時の費用については、職務の執行上必要でないと認められた場合を除き、前
払い又は事後当社に償還を請求できるものとする。

　
（11）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 代表取締役は、監査役との間で、相互の意思疎通を図るため定期的な会合を開催し、監
査機能の実効性向上に努める。

② 内部監査担当者は、監査役と緊密な連携を保ち、監査役が実効的な監査を行うことがで
きるよう努める。

　
（12）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度
で臨むとともに一切の関係を遮断するものとする。
また、当社は、反社会的勢力対応マニュアルを整備し、反社会的勢力による不当要求が発

生した場合の対応を統括する部署を経営管理部とし、当該部署が情報の管理や外部専門機関
との連携を行う。

　
（会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
上記の基本方針に基づく当事業年度における主な取組みは、以下のとおりです。
① 取締役は、取締役会を19回開催し、当社と利害関係を有しない社外取締役の出席のも
と、法令等に定められた事項や経営に関する重要事実の決定等を行いました。

② 監査役は、監査計画に基づく監査を行い、監査役会を13回開催し、監査役間の情報共
有や提言の取りまとめを行うとともに、取締役会に出席して取締役の職務執行を監督す
る役割を果たしました。

③ コンプライアンス委員会、リスク管理委員会及び情報セキュリティ委員会を開催し、各
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分野における全社的な課題の確認と対策の実施を行いました。
④ 策定した内部監査計画に基づく内部監査を実施し、発見された改善点等について適時適
切に改善に努めました。

⑤ 全役職員を対象としたコンプライアンス全般に関する教育を半期ごとに実施し、社内の
意識醸成に努めました。
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連結株主資本等変動計算書

（2020
2021

年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本
新株予約権 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 800,961 797,961 △1,275,833 323,089 11,873 334,962

当期変動額

親会社株主に帰属す
る当期純損失 △55,197 △55,197 △55,197

連結子会社株式の取
得による持分の増減 △0 △0 △0

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

424 424

当期変動額合計 － △0 △55,197 △55,197 424 △54,773

当期末残高 800,961 797,961 △1,331,031 267,891 12,297 280,189
　

注 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 5 ―

2021年08月26日 14時21分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 デクワス株式会社

（2）主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式
移動平均法による原価法

② たな卸資産
仕掛品については、個別法による原価法によっております。貯蔵品については、先入先
出法による原価法によっております。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物 10年～15年
工具、器具及び備品 ２年～６年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における
見込利用可能期間（３年～５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　
（3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権がある場合については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

　
（4）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(追加情報）
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、企業は従来の営業活動に対して大幅な見直

しを迫られ、広告分野においてはサービスの停止やサービス導入の検討見送りの発生等
がみられるなど、当社グループを取り巻く市場環境に大きな影響を与えております。当
社グループでは下半期には業績の悪化からの回復傾向にありましたが、直近では 感染者
数が増加する傾向にあり、今後の業績への影響が懸念されます。このような状況下にお
いて、当社グループに及ぼす影響及び新型コロナウイルス感染症の収束時期を正確に予
測することは、現時点では困難であります。
そのため当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響が少なくとも一定期間続
くものと仮定し、減損損失等の会計上の見積りを行なっております。
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５．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

６．会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。

７．連結貸借対照表に関する注記
該当事項はありません。
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８．連結損益計算書に関する注記
減損損失
① 減損損失を認識した主な資産の内訳

場所 用途
減損損失

種類 金額
（千円）

本社（東京都港区） 事業用資産 工具、器具及び備品 275
データセンター（東京都品川区） 事業用資産 工具、器具及び備品 347

データセンター（東京都千代田区） 事業用資産
工具、器具及び備品 1,550
建設仮勘定 8,201

合計 10,373
② 減損を認識するに至った経緯
当社グループの主要な資産において、パーソナライズ・アドサービスの採算性を中心に
償却期間と販売計画について精査し、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づいて将来
の回収可能性を検討した結果、有形固定資産に係る減損損失（10,373千円）を特別損失
として、計上いたしました。
③ 資産のグルーピングの方法
資産のグルーピングの方法は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、重要な

遊休資産、処分予定資産及び賃貸用資産を除き、会社別にグルーピングを行っておりま
す。
④ 回収可能価額の算定方法
資産の回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フロー

がマイナスであるため、ゼロとして評価しております。
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９．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項

　

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式（株） 2,109,186 － － 2,109,186

　
（2）当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び数

該当事項はありません。
　
（3）剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

（4）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを
除く）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 32,189株

10．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達について
は銀行借入による方針です。
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、

当社の「与信限度額管理規程」に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも
に、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。
営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であり、各部署からの報告に基づき担当部
署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リス
クを管理しております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2021年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。

（千円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

現金及び預金 245,617 245,617 －
売掛金 153,219 －
貸倒引当金 △1,142 －

152,077 152,077 －
資産計 397,695 397,695 －

買掛金 77,962 77,962 －
長期借入金
（1年内返済予定の長期
借入金を含む）

25,000 25,000 －

負債計 102,962 102,962 －
注１ 貸倒引当金は、売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。
注２ 金融商品の時価の算定方法

①「現金及び預金」及び「売掛金」
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

②「買掛金」
これは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

③「長期借入金」(１年以内に返済予定の長期借入金も含む)
これらの時価については元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割
り引いた現在価値により算定しております。

注３ 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,459千円）については、市場価格がなく、時価を把握すること
が極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。

11．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額

127円01銭

（2）１株当たり当期純損失
　 26円17銭
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12．重要な後発事象に関する注記
（取得による企業結合）

当社は、2021年7月1日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、ZETA株式会社
（以下、「ZETA」）を株式交換完全子会社とする株式交換を行いました。

１．企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称 ： ZETA株式会社
事業の内容 ： ECサイト内検索、商品レビュー、OMOなどデジタルマーケティ

ングソリューションの提供
(2) 企業結合を行った主な理由
ビッグデータ解析と多数の広告在庫を取り扱う広告配信基盤に強みを持つ当社と、ユーザー
に良質な購買体験を提供し顧客満足度を高めるソリューション提供で実績のあるZETAは、EC
サイト内検索連動広告やOMO領域での協業を目指して2020年１月に資本業務提携を行い、
顧客への営業活動や新サービスの開発での連携に取り組んでまいりました。両社が目指す事業
領域は今後も高い成長が続くと見込まれております。両社を経営統合することによりお互いの
経営資源及び技術開発力の相互活用、顧客基盤の拡大、機動的な事業戦略を策定する経営体制
の確立が進み、企業価値を向上させることができると考えられることから企業結合を行うに至
りました。
(3) 企業結合日
2021年７月１日（株式交換の効力発生日）
なお、当社はみなし取得日の適用も検討しておりますが、現時点では確定しておりません。

(4) 企業結合の法的形式
当社を株式交換完全親会社、ZETAを株式交換完全子会社とする株式交換

(5) 結合後企業の名称
変更はありません。

(6) 取得した議決権比率
現金対価により取得済の議決権比率 0.29％
当該株式交換により追加取得した議決権比率 99.71％
取得後の議決権比率 100.00％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が株式交換により、被取得会社の議決権を100％取得するためのものであります。
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２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
現時点では確定しておりません。

３．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数
(1) 株式の種類別の交換比率
当社の普通株式１株 : ZETAの普通株式0.008株

(2) 株式交換比率の算定方法
当社及びZETAから独立した第三者機関である株式会社大和総研が算定した株式価値の結果
を参考に、両社がお互いに対し実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえ、慎重に協
議・検討を重ねた結果、本株式交換比率により株式交換を行うことが妥当であると判断いたし
ました。
(3) 交付株式数
1,051,125株

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに関する報酬・手数料等 20,000千円（概算）

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。

(参考値）ZETA株式会社の財務状況（概要）
資本金の額 100,000千円

純資産の額 487,535千円

総資産の額 1,488,810千円
（2021年5月31日現在）

注 上記の財務状況は、監査法人の監査を受けたものではありません。
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株主資本等変動計算書

（2020
2021

年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 800,961 797,961 797,961 △1,275,833 △1,275,833 323,089

当期変動額

当期純損失 △50,197 △50,197 △50,197

株主資本以外の項目の
当期変動額
（純額）
当期変動額合計 － － － △50,197 △50,197 △50,197

当期末残高 800,961 797,961 797,961 △1,326,031 △1,326,031 272,891

新株
予約権

純資産
合計

当期首残高 11,873 334,962

当期変動額

当期純損失 △50,197
株主資本以外の項目の
当期変動額
（純額）

424 424

当期変動額合計 424 △49,773

当期末残高 12,297 285,189
注 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１） 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

　 ・子会社株式
　 移動平均法による原価法によっております。
　 ・その他有価証券
　 時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。
② たな卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品については、個別法による原価法によっております。貯蔵品については先入先出
法による原価法によっております。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物 10年～15年
工具、器具及び備品 ２年～６年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における
見込利用可能期間（３年～５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　
（３）引当金の計上基準

・貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権がある場合については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。
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・関係会社事業損失引当金
関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する債権金額を超えて、当社が負
担することとなる損失見込額を計上しております。

　
（４）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(追加情報）
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、企業は従来の営業活動に対して大幅な見直し
を迫られ、広告分野においてはサービスの停止やサービス導入の検討見送りの発生等が
みられるなど、当社を取り巻く市場環境に大きな影響を与えております。当社では下半
期には業績の悪化からの回復傾向にありましたが、直近では 感染者数が増加する傾向に
あり、今後の業績への影響が懸念されます。このような状況下において、当社に及ぼす
影響及び新型コロナウイルス感染症の収束時期を正確に予測することは、現時点では困
難であります。
そのため当社は、新型コロナウイルス感染症の影響が少なくとも一定期間続くものと仮
定し、減損損失等の会計上の見積りを行なっております。

　
２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。

４．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）
前事業年度まで「流動資産」の「その他」に含めておりました「前払金」および「短期貸
付金」は、貸借対照表の明瞭性を高めるため、当事業年度より区分掲記しました。なお、前
事業年度の「前払金」は2,555千円、「短期貸付金」は11,000千円です。また、前事業年度
まで「流動資産」に区分掲記しておりました「未収還付法人税等」(当事業年度は1,993千
円）は重要性が乏しいため、「その他」に含めて掲記しております。

― 16 ―

2021年08月26日 14時21分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



５．貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 91,582千円
短期金銭債務 49,705千円

６．損益計算書に関する注記
（１）関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 96,598千円
売上原価 519,563千円
販売費及び一般管理費 104,997千円
営業取引以外の取引による取引高 20,177千円

（２）関係会社貸倒引当金繰入額
当社の連結子会社であるデクワス株式会社の財政状態及び経営成績を勘案し、債権にかか
る将来の回収可能性等を見直した結果、関係会社貸倒引当金繰入額70,783千円を計上して
おります。

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

（繰延税金資産） （千円）
貸倒引当金 28,171
減損損失 3,714
資産除去債務 1,932
税務上の繰越欠損金 228,913
未払事業税 897
株式報酬費用 3,765
関係会社株式評価損 18,457
投資有価証券評価損 586
繰延税金資産小計 286,438
評価性引当額 △286,438
繰延税金資産合計 －

― 17 ―

2021年08月26日 14時21分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



８．関連当事者との取引に関する注記
子会社

（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権等
の所有割
合

関連当事者
との関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 デクワス株式会社 所有
直接100%

広告枠の仕入
役員の兼任
資金援助等

資金の貸付
注２ 60,200 短期貸付金 71,200

出向負担金
の受取
注３

66,957 未収入金 6,769

経営指導料
の受取
注４

12,813 未収入金 1,089

管理業務料
の受取
注４

6,000 未収入金 600

業務受託
注４ 96,598 売掛金 9,241

広告枠の
仕入
注５

512,644 買掛金 49,035

注１ 上記取引以外に子会社に対する関係会社貸倒引当金繰入額70,783千円、関係会社事業損失引当金戻入益
5,630千円を計上しております。

注２ 資金の貸付について、利率は市場金利に基づき合理的に決定しております。
注３ 出向負担金については、当社の規定に基づき、双方協議の上決定しております。
注４ 取引条件及び取引条件の決定方針等

経営指導料、管理業務料、業務受託につきましては、役務提供に対する費用を勘案した上で、一般取引
条件と同様に決定しております。

注５ 上記取引については独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
注６ 取引金額には消費税等を含めておりません。
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９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額

129円38銭
（2）１株当たり当期純損失

23円80銭

10．重要な後発事象に関する注記
連結計算書類の「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」に同一の内容を記載してい
るため、注記を省略しております。

― 19 ―

2021年08月26日 14時21分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）


